
（注）１ 専攻・課程単位で調査 出典：文部科学省委託調査「大学院における「第3次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の
２ 各年度10月1日現在 実態把握・分析等に関する調査研究」（平成30年3月 リベルタス・コンサルティング）

■ 多様なキャリアパスを確立するための取組「分野別」

 「修了生の就職状況の詳細についてのインターネット等による公開」 「産業界、官界、NPO、国際機関など、教育研究

機関以外へのキャリアパス具体化のための学生・教員に対する情報提供の機会や、インターンシップへの仲介等の
支援の組織的な実施」は、理学・工学分野で実施率が高く、人文科学・社会科学・保健分野と開きがある。
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。

A人文科学 (n=957) B社会科学 (n=1203) C理学 (n=400) D工学 (n=1338) E農学 (n=287) F保健 (n=752)
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出典：文部科学省「平成28年度大学等における産学連携等実施状況について」（平成30年2月）

■ URA配置人数

 ＵＲＡ配置人数は年々増加傾向にある。
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■ URAを採用する際に求める学位

 URA組織において、URAを採用する際に求める学位は、国立大学（50％）では、博士号取得者とする割合が最も
大きい。

出典：文部科学省委託事業「リサーチ・アドミニストレーターの質保証に向けた調査分析 調査報告
書」（平成30年３月 未来工学研究所）
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②博士人材データベース（JGRAD）



■ 博士人材データベース（JGRAD）の概要

2014年度以降の博士課程修了者（年間約15,000人修了）を登録対象者とし、修了者個人が自
身の属性やキャリア情報を入力・更新する進路追跡システム。日本語/英語での入力が可能

課程修了時の入力
・課程在籍時の情報（学位取得状況等）
・卒業後の連絡用メールアドレス
・進路情報

課程修了後の入力
・修了後、キャリア情報を随時登録
（運用事務局から登録アドレスに入力依頼）

researchmap
JREC-IN Portal

連携・協力

科学技術振興機構(JST)

修了生本人による
キャリア情報更新

登録者から入力・更新

博士課程在籍時 博士課程修了最終年度 博士課程修了後

初期登録
・基本情報
・課程在籍時の情報

参加大学

初期登録

＊データベース上での登録者への情報提供について
・JREC-IN Portalの求人情報
・researchmapとの連携（2018年度実施予定）
・キャリア情報（ロールモデル）の収集と分類配信

自大学修了生
のデータ

• データベース型のWEBサイト

• データは非公開（限定的に参加大学と情
報共有）

• データベース上で登録者にキャリア等の情
報を提供＊

文部科学省NISTEP

博士人材DB
（JGRAD）

• 自大学修了生のデータを
活用可能

資料：科学技術・学術政策研究所作成 124
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博士課程教育リーディング
プログラム対象者の登録開始

JGRAD登録者数の

登
録

者
数

＊末日までの登録者を集計

 2018年8月1日現在、登録者数1万4千人を突破

■ JGRAD登録者数の推移
の推移

資料：科学技術・学術政策研究所作成 125



JGRAD登録者の分野別分布状況 留学生の状況

2,668

4,704

2,918

602

808

n=14,463人

東アジア
（中国、韓国、他）
49.2％

東南アジア
（インドネシア、他）
25.6％

南アジア
（バングラディシュ、他）
8.5％

西アジア
（イラン、他）
3.2％

アジア以外の地域
（EU、中南米、他）
13.6％

n=2,825人

理学

20.0%

工学

36.4%農学

4.7%

保健

23.0%

人文

6.0%

社会

6.2%

教育

2.0%

その他

1.7%

2,896

5,266

686

3,320

867
899

289

240

■ JGRAD登録者の分野別分布と留学生の国別分布状況

資料：科学技術・学術政策研究所作成 126

の推移

 2018年8月現在、理学、工学、農学、保健の自然科学系で84.1%を占める
 留学生については、東アジア、東南アジアで74.8％、アジア全体で86.5％を占める



北海道大学
一部(13研究科、博士課程教育リーディングプログ

ラム）
名古屋大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム） 宮城大学 全研究科

東北大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 豊橋技術科学大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 首都大学東京 一部(1研究科)

秋田大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム） 滋賀医科大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 名古屋市立大学 全研究科

山形大学
一部(2研究科、博士課程教育リーディングプログラ

ム）
京都大学

一部(15研究科、博士課程教育リーディングプログ

ラム）
大阪府立大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム）

筑波大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 大阪大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 大阪市立大学
一部(7研究科、博士課程教育リーディングプログラ

ム)

群馬大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム） 神戸大学 全研究科 兵庫県立大学
一部(6研究科、博士課程教育リーディングプログラ

ム)

千葉大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 奈良女子大学 全研究科 高知県立大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム）

東京大学
一部(1研究科、博士課程教育リーディングプログラ

ム)
岡山大学 一部(5研究科)

東京医科歯科大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 広島大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 慶應義塾大学
一部(1研究科、博士課程教育リーディングプログラ

ム)

東京農工大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 徳島大学 全研究科 東京理科大学 全研究科

東京工業大学
一部(1研究科、博士課程教育リーディングプログラ

ム）
九州大学

一部(16研究科、博士課程教育リーディングプログ

ラム）
同志社大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム）

お茶の水女子大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 長崎大学 全研究科（博士課程教育リーディングプログラム） 日本赤十字看護大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム）

電気通信大学 全研究科 熊本大学
一部(1研究科、博士課程教育リーディングプログラ

ム)
早稲田大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム）

金沢大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム） 政策研究大学院大学 一部(博士課程教育リーディングプログラム）

山梨大学 全学参加 奈良先端科学技術大学院大学 全研究科

信州大学
一部(1研究科、博士課程教育リーディングプログラ

ム)

国立大学 公立大学

私立大学

大学名 2018年度参加形態 大学名 2018年度参加形態 大学名 2018年度参加形態

 2018年8月現在、43大学（国立大学31、公立大学7、私立大学5）が参加
 全研究科での参加は21大学

■ 博士人材データベース(JGRAD)の大学参加状況

資料：科学技術・学術政策研究所作成 127



（７）リカレント教育



①リカレント教育の全体像



■ 従業員が大学等で学ぶことの企業の対応

従業員が大学等で学ぶことの許可状況
（調査結果）

総数：136社（従事者の大学等での就学を認めていない企業）総数：1229社（従業員が大学等で学ぶことの可否について回答した企業）

（％）

0 10 20 30 40 50

56.6

24.3

本業に支障をきたすため

教育内容が実践的ではなく現
在の業務に生かせないため

0 20 40 60 80

原則認めている

上司の許可があれば認

めている

原則認めていない

特に定めていない

（出典）社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社）
＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞より作成。

10.8

7.9

11.1

67.8

（％）

企業が従業員の大学等での就学を認めていない理由
（調査結果）

 自社の従業員が大学等で学ぶことを認めているかという点については、「原則認めている」と「原則認
めていない」が拮抗しており、次いで「上司の許可があれば認めている」という順となっている。

 認めていない場合、その主な理由は、「本業に支障をきたすため」「教育内容が実践的ではなく現在
の業務に生かせないため」が挙げられている。
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■ 企業の外部教育機関としての大学の位置付け

 企業の８割が外部教育機関として民間の教育訓練機関を活用。一方、大学を活用するのはごくわず
か。

 大学を活用しない理由の上位は「大学を活用する発想がそもそもなかった」、「大学でどのようなプログ
ラムを提供しているかわからない」。
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■ 正社員の学び直しの状況

学び直しを行った労働者（正社員）の割合及びその実施方法の内訳（複数回答）

（出典）厚生労働省「平成28年度能力開発基本調査」（調査対象年度は平成27年度）より作成。

【学び直しの実施方法】

学び直しを行った労働者：45.8％

0.3 

9.2 

1.1 

2.0 

2.6 

19.4 

22.9 

24.1 

29.1 

49.4 

0 10 20 30 40 50 60

不明

その他

高等専門学校、大学、大学院の講座の受講

専修学校、各種学校の講座の受講

公共職業能力開発施設の講座の受講

通信教育の受講

民間教育訓練機関（民間企業、公益法人、各種団体）の講習会、セミナーの参加

社外の勉強会、研究会への参加

社内の自主的な勉強会、研究会への参加

ラジオ、テレビ、専門書、インターネット等による自学、自習

（%）

 ５割の労働者が学び直しを実施
 認学び直しの実施方法として「大学・大学院等の講座の受講」はわずか１％程度
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■ 社会人教育未経験者が求める学び直し

社会人教育未経験者が学び直しを実施する際に重視するカリキュラム（３つまで選択）

21.3 

21.9 

22.6 

幅広い仕事に活用できる知識・技能を習得できる内容

最先端にテーマを置いた内容

特定の分野を深く追求した研究・学習が可能な内容

（単位：%）

（出典）社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社
＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）より作成。

 学び直しで重視するカリキュラムは、「特定の分野を深く追求した研究・学習が可能な内容」、
「最先端にテーマを置いた内容」、「幅広い仕事に活用できる知識・技能を修得できる内容」。
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■ 学び直しを行うための必要要件

 社会人教育未経験者を対象にアンケートを実施。その中で、学び直しに関心がある者による回答。
 全体としては「インターネットなどによる授業ができるシステムの整備」「授業料等の免除や奨学金等の充

実」が上位。
 「授業料の免除や奨学金等の充実」は35歳以上の層の方が高い傾向。
 「土日祝日、長期休暇などでの開講」は他の年代層に比べ、25歳以上40歳未満の割合が高い傾向。

出典：文部科学省「社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究」
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25歳以上、30歳未満

30歳以上、35歳未満

35歳以上、40歳未満

40歳以上、45歳未満

45歳以上、50歳未満

全体

(N=1556)
(上：実数、下：％)

*その他:「家族の理解」、等
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■ 実践的な教育を行える人材の確保

46.5%

44.8%

41.7%

32.1%

28.5%

14.0%

2.5%

教員の確保

国等からプログラム実施のための財政的な支援

社会人のニーズが把握できること

企業等からコンスタントに社会人が派遣される仕組み

企業等と連携したプログラムが実施（開発）できる環境

その他

無回答

（出典）社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社
＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）より作成。

主に社会人を対象としたプログラムを提供していない学部・学科・研究科におけるプログラムを提供するための条件（複数回答）

【調査対象：2,592学部・学科・研究科】

 大学が社会人を対象とするプログラムを提供するには、教員の確保が課題。
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■ 教育訓練給付の対象となる講座

① 大型自動車、フォークリフトなどの運転免許取得のための講座

② 介護福祉士実務者研修などの福祉関係の講座

③ 社会保険労務士、税理士などの受験講座

④ 簿記、英語検定など事務関係の受験講座

⑤ プログラミング、ウェブデザインなど情報関係の受験講座

一般教育訓練（受講費用の２割を支給）10,305講座

① 看護師・准看護師、社会福祉士などの養成課程の講座

② 情報処理安全確保支援士など高度なIT資格の取得や、AI・IoT、
データサイエンスなど最先端・高度ITスキルの習得のための講座

③ 子育て女性のリカレント課程などの講座

④ 専門職大学院の講座（MBAなど）

専門実践教育訓練（受講費用の最大７割を支給）2,417講座

7,916
8,541

9,084
9,571

10,056 10,305
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2,417

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

一般 専門

教育訓練給付対象講座の推移

講座類型
昼間
課程

夜間
課程

土日
課程

通信
課程

計

指定講座数
（H29年4月時点）

2,066 170 85 96 2,417

実受給者数
（H29年9月時点）

6,484人 2,178人 2,381人 4,711人 15,754人

専門実践教育訓練の開講形態別講座・受給者数

○夜間土日型、通信課程を利用する者が多く、これらの講座を増やすよう
働きかけが必要。

 教育訓練給付の対象となる講座は増加しているが、昼間課程の講座が多いのに対し、受講者の希望
は、夜間・土日・通信課程に偏っており、需給のミスマッチが存在。
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■ 職業実践力育成プログラム（ＢＰ）認定件数推移

123

180

222

0

50

100

150

200

250

平成27年度 平成28年度 平成29年度

※文部科学省調べ

 認定制度が開始された平成27年度は123件のプログラムが認定され、その後も増加し、平成29年度で
222件のプログラムが認定されている。
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②大学院におけるリカレント教育



655
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全入学者数

( )全入学者数に占める社会人の割合

人 人

815
(3.1%)

1,087
(4.0%)

1,539
(5.5%)

1,647
(5.4%)

2,233
(6.4%)

2,263
(5.8%)

2,752
(6.2%)

3,298
(6.5%)

3,422
(6.4%)

3,742
(6.6%)

4,305
(7.5%)

5,177 
(8.6%)

5,646
(8.6%)

7,264 
(10.3%)

8,372
(11.5%) 8,431

(11.4%)

7,957 (10.3%)

10.3%)8,161
（10.5%)

8,182 
(10.8%) 8,122 

(10.6%)

8,470
（10.9%)

8,249
（10.7%)

8,192
（10.5%)

7,930
（9.6%)

7,547
（9.5%)

7,477
（10%)

7,674
（10.5%)

7,835
（10.7%)

7,684
（10.6%)

7,824
（10.8%)

 修士課程への社会人の受入れ数は、大学院の拡充に合わせて大幅に拡大したが、近年は減少傾向。

出典：平成１２年以降 学校基本統計、それ以前は大学振興課調べ

全入学者 社会人入学者
・H3→H12で約3.3倍、H3→H29で約3.5倍
・全体の約10％が社会人入学者数

■ 修士課程への社会人の受入れ状況
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